
(証券コード 6414)

平成27年６月11日

株 主 各 位
滋 賀 県 草 津 市 青 地 町 1 0 0 0 番 地

代表取締役社長 乃 村 春 雄

第44期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第44期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合には、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の勧誘

に関する参考書類」をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に議案に対する賛また

は否をご表示いただき、ご押印のうえご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 草津市大路２丁目11－51

草津商工会議所　コミュニティーホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項

報 告 事 項 第44期 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで ) 事業報告の内容、計算書類

の内容報告の件
決 議 事 項
第１号 議案 剰余金の処分の件
第２号 議案
第３号 議案

取締役７名選任の件
監査役１名選任の件

各議案の内容は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載のと
おりであります。

以　上

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。

◎ 事 業 報 告 及 び 計 算 書 類 に 修 正 が 生 じ た 場 合 は 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.khi.co.jp/corp/kte/）において修正後の事項を掲載させていただき
ます。
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

Ⅰ．会社の現況に関する事項
１．事業の経過及びその成果
　当事業年度におけるわが国経済は、消費税増税以降落ち込んだ個人消費の本格的な
回復に予想以上に時間を要したものの、雇用環境及び所得環境の改善が継続し、企業
収益に改善の動きが見られるなど、総じて緩やかな回復基調にありました。
　当社を取り巻く事業環境は、企業の設備投資意欲の一時的な停滞があるものの、政
府の各種成長戦略による緩やかな回復への期待から、吸収冷温水機・ボイラの需要と
も、総じて安定的に推移いたしました。
　このような事業環境の下、受注高は、前期比５億41百万円増加の169億66百万円、売
上高は、前期比１億29百万円減少の166億44百万円となりました。
　事業別には次のとおりです。
　空調事業では、受注高は、新機種を投入した機器が好調に推移したほか、改修改造
工事も増加し、前期比５億95百万円増加の113億５百万円となりました。一方、売上高
は、改修改造工事は堅調であったものの、消費税増税に伴う前倒し需要の影響が残っ
たことなどにより機器の売上が減少し、前期比６億１百万円減少の106億25百万円とな
りました。
　ボイラ事業では、受注高は、改修改造工事が増加したほか、機器においても貫流ボ
イラは好調に推移いたしましたが、水管ボイラ・排熱ボイラに大型案件が無かったこ
とから、前期比53百万円減少の56億61百万円となりました。売上高は、改修改造工事
及び貫流ボイラの受注増に加え、前期受注の大型ボイラ大口案件の売上計上により、
前期比４億71百万円増加の60億18百万円となりました。
　利益面では、ボイラ事業の売上増加と経費の削減努力により、営業利益は、前期比
51百万円増加の４億60百万円となりましたが、経常利益は、為替差益の減少などによ
り、前期比19百万円減少の４億52百万円となりました。当期純利益は、前期に貸倒引
当金の戻入による特別利益１億66百万円があったこと、及び平成27年度税制改正によ
り繰延税金資産の取崩しを行い、法人税等調整額に１億６百万円計上する影響などに
より、前期比２億42百万円減少の１億61百万円となりました。

２．設備投資等の状況
　当事業年度の設備投資につきましては、経常設備並びに生産性向上の設備など総額
２億98百万円の設備を完成いたしました。

３．資金調達の状況
　当事業年度において、特別の重要な資金調達は行っておりません。
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４．財産及び損益の状況の推移

区　　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度
平成26年度
(当44期)

受 注 高（百万円） 16,134 16,495 16,424 16,966

売 上 高（百万円） 15,948 15,994 16,773 16,644

経 常 利 益（百万円） 250 188 471 452

当 期 純 利 益（百万円） 14 112 404 161

１株当たり当期純利益（円） 0.87 6.71 24.08 9.62

総 資 産（百万円） 12,278 12,604 12,688 12,626

純 資 産（百万円） 3,951 4,009 4,225 4,283

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

５．重要な親会社及び子会社等の状況

(1) 親会社との関係

　当社の親会社は、川崎重工業株式会社であり、同社は当社の株式を13,970千株（議

決権比率83.52％）所有しております。なお、当事業年度における同社の当社株式保

有数の変動はありません。

　当社は、親会社に対し、当社製品の一部を販売し、そのメンテナンスを請負って

おります。

(2) 子会社の状況

　該当事項はありません。

(3) 関連会社の状況

会　　社　　名 国 籍
資 本 金
( 千 ド ル )

出 資 の
割 合 ( ％ )

主要な事業内容

同方川崎節能設備有限公司 中 国 31,420 50.0
吸収冷温水機・冷凍機、吸収
式ヒートポンプの製造、販
売、メンテナンス

－ 3 －



６．対処すべき課題
　当社を取り巻く事業環境は、東日本大震災及び原子力発電所事故によるエネルギ
ー事情の変化により、エネルギー利用方法の多様化・分散化・効率化が求められる
ようになりました。当社は、省電力・省エネルギー・省CO2など環境対策を核とした

ソリューション提案営業を積極的に展開し、より高度な技術要求に応えるよう努め
てまいります。
　空調事業では、エネルギー利用の多様化や電力需要のピークカット効果の観点か
らガスや温水・太陽熱を利用可能な吸収冷温水機が見直されております。この様な
中で、当社としては、「省電力」「高効率」「排熱の高度利用」をキーワードに、
機器単体のみでなく空調設備全体の省エネルギーを提案するソリューション営業活
動の更なる強化に取り組んでまいります。また、主力機種である二重効用吸収冷温
水機として世界 高の定格効率・期間効率・システム効率を誇る吸収冷温水機「エ
フィシオ」については、ジェネリンク型吸収冷温水機「ＮＨＪ」型及び蒸気式吸収
冷凍機「ＮＥＳ」型を平成27年４月１日からシリーズに加え、販売を開始いたしま
した。これにより、「エフィシオ」シリーズの主要ラインナップが完成することと
なり、「エフィシオ」の高性能をアピールすることにより、更なる拡販に努めてま
いります。さらに海外では引き続き東南アジア等の吸収冷温水機の需要がある国々
に対して営業を強化してまいります。
　一方、ボイラ事業では、長期保証付き大型貫流ボイラ「イフリート フェルサ」を
平成27年３月から販売開始いたしました。従来機からの信頼性の高い運用実績を継
承する本機は、大型貫流ボイラでは業界 長となる15年間の製品保証を提供し、さ

らに機器の状況によっては 長20年まで特別延長保証をいたします*1。製品の「高
効率」を提供するのみではなく、製品保証と組み合わせたボイラ薬品・メンテナン
ス契約の提案により、お客様に「安心」と「低ライフサイクルコスト」も提供し、
機器販売の増加及びストックビジネスでの収益の増加を目指してまいります。
　また、長年にわたる燃焼技術の蓄積を活かした副生燃料対応ボイラの提案により、
未利用エネルギーに対応するボイラの受注拡大に努めてまいります。さらに、「排
熱の高度利用」を目指し、川崎重工グループのガスタービン、ガスエンジンを中心
に、排熱ボイラ「ＲＧ」、「ＲＦ」を積極的に採用いただけるよう取り組んでまい
ります。海外事業については、マレーシアにおける海外営業拠点を活用し、東南ア
ジア市場でも、機器・メンテナンスを合わせた営業活動を展開し事業拡大に努めて
まいります。
　両事業に関連する改修改造工事・メンテナンスについては、システム全体の省エ
ネルギー提案を行う営業グループの創設や、当社空調・ボイラ機器の高信頼性、耐
久性の特長を生かした製品保証付きメンテナンス契約の提案活動を積極的に展開す
るなどにより、売上の増大に取組んでまいります。
　なお、当社の関係会社である同方川崎節能設備有限公司（中国）においては、中
国政府の引き締め政策の影響により、国営企業等の大型ヒートポンプ案件の進捗が
遅れ、2014年度（2014年１月～12月）においては、大幅に売上が減少し 終損益は
赤字となりました。2015年度は、プロジェクトが再開しつつある大型ヒートポンプ
案件の確実な受注、吸収冷温水機の拡販強化などの売上確保策に加え、生産体制の
効率化・業績改善の諸策を実施することにより、安定した経営に向けた改善に取組
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んでおります。2015年度は 終損益の黒字を計画しており、当社としても同社の経
営状況を引き続き注視してまいります。
　*1 15年/20年の製品保証は、当社とのボイラ薬品契約及びメンテナンス契約が必
要です。

７．技術・販売提携の状況

相手方の名称 国 籍 内 容 対 象 製 品

GIKOKO KOGYO INDONESIA社 インドネシア 技 術 供 与 炉 筒 煙 管 ボ イ ラ

同方川崎節能設備有限公司 中 国 技 術 供 与 吸収冷温水機、吸収冷凍機

MEHR ASL MANUFACTURING 社 イ ラ ン 技 術 供 与 吸収冷温水機、吸収冷凍機

株式会社IHI汎用ボイラ 日 本 業 務 提 携 汎 用 ボ イ ラ 全 般

８．主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
　当社は、空調機器、汎用ボイラの製造、販売並びにメンテナンスサービス（改修

改造工事・メンテナンス）を行っており、その内容は次のとおりであります。

区 分 主 要 営 業 品 目

空 調 事 業
吸収冷温水機、吸収冷凍機、改修工事、改造工事、部品販売、
メンテナンス

ボ イ ラ 事 業
水管ボイラ、炉筒煙管ボイラ、貫流ボイラ、排熱ボイラ、
改修工事、改造工事、部品販売、メンテナンス

９．本店及び事業所（平成27年３月31日現在）
(1) 本            店　　滋賀県草津市青地町1000番地

(2) 工            場　　滋賀県草津市青地町1000番地

(3) 本社、支社、支店、出張所

本 社 東京（東京都江東区）、大阪（大阪市）

支 社
東日本（東京都江東区）、中日本（名古屋市）、　　　　　　
西日本（大阪市）

支 店
札幌、仙台、北関東（埼玉県白岡市）、新潟、金沢、
京滋（滋賀県守山市）、神戸、広島、高松、福岡

出 張 所 松本、静岡、岡山
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10．従業員の状況（平成27年３月31日現在）

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

494名 3名減 41.0歳 17.4年

11．主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）
　　該当事項はありません。
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）

１．株式の状況

(1) 発行可能株式総数 56,000,000株

(2) 発行済株式の総数 16,830,000株(自己株式46,978株を含む)

(3) 株主数 704名

(4) 大株主上位10名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

川 崎 重 工 業 株 式 会 社 13,970千株 83.24%

川 重 冷 熱 取 引 先 持 株 会 1,381 8.23

宗 教 法 人 萬 福 寺 100 0.60

川 重 冷 熱 従 業 員 持 株 会 86 0.51

株 式 会 社 シ ガ Ｍ Ｅ Ｃ 59 0.35

日 本 汽 力 株 式 会 社 59 0.35

丸 茶 株 式 会 社 44 0.26

古 市 一 雄 30 0.18

株 式 会 社 ト ー ヨ ー コ ー ポ レ ー シ ョ ン 28 0.17

株 式 会 社 工 成 舎 27 0.16

（注）１.記載数値は表示単位未満を切り捨てております。

　　　２.持株比率は自己株式を控除して算出しております。

２．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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Ⅲ．会社役員に関する事項

１．取締役及び監査役の状況　　　　　　　（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職状況

代表取締役社長
の

乃
むら

村
はる

春
お

雄 （同方川崎節能設備有限公司副董事長）

常 務 取 締 役
こ

古
やま

山
まさ

雅
ゆき

之
技術総括室長　兼　コストダウン推進室長

（同方川崎節能設備有限公司董事）

常 務 取 締 役
ふじ

藤
うら

裏
いく

育
ぞう

三 営業、サービス 統括

取 締 役
あき

秋
かわ

川
なお

尚
ふみ

史 生産総括室、品質保証 担当

取 締 役
よし

吉
ずみ

栖
まさ

正
なお

尚 企画室長

取 締 役
はる

治
なが

良
 

　
ただし

整 営業・サービス総括室長

取 締 役
ふじ

藤
さわ

澤
 

　
かおる

薫
（川崎重工業㈱理事ガスタービン・機械カンパニー企画　
本部長）

監 査 役
ない

内
とう

藤
 

　
ごう

剛

監 査 役
こ

東
ち

風
たつ

龍
あき

明 （弁護士、早駒運輸㈱社外監査役）

監 査 役
あき

秋
た

田
やす

泰
お

男 （川崎重工業㈱ガスタービンビジネスセンター管理部長）

監 査 役
なか

中
やま

山
ひろ

拓
し

志 （川崎重工業㈱監査部長）

（注）１．平成26年６月27日開催の定時株主総会における異動は次のとおりであります。
監査役　竹内俊一氏は、任期満了により退任し、新たに内藤剛氏が監査役に選任され、就任
いたしました。
新たに治良整氏が取締役に選任され、就任いたしました。

２．監査役　内藤剛氏は、川崎重工業㈱において長年にわたり企画・管理を担当し、経営管理等
に関する相当程度の知見を有しています。

　　監査役　東風龍明氏の当社監査役経験は５年、長年にわたり弁護士として活動され、法務に
関する相当程度の知見を有しています。

　　監査役　秋田泰男氏の当社監査役経験は３年、川崎重工業㈱において長年にわたり企画・管
理を担当し、経営管理等に関する相当程度の知見を有しています。

　　監査役　中山拓志氏の当社監査役経験は３年、川崎重工業㈱において長年にわたり経理・管
理を担当し、財務経理等に関する相当程度の知見を有しています。

３．藤澤薫氏は社外取締役であります。
４．内藤剛、東風龍明、秋田泰男、中山拓志の４氏は社外監査役であります。
　　なお、東風龍明氏は東京証券取引所企業行動規範に関する規則に定める独立役員であります。
５．平成27年４月１日付けにて「担当及び重要な兼職状況」に次のとおり変更がありました。
　　　常務取締役　古山雅之　　技術総括室長（同方川崎節能設備有限公司董事）
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２．取締役及び監査役の報酬等の総額

報 酬 等 の 総 額 支 給 員 数

取 締 役 85,157千円 ６名

監 査 役 3,945千円 １名

社 外 監 査 役 12,211千円 ２名

計 101,314千円 ９名

（注）１．上表は、当事業年度に係る役員の報酬等の総額と支給対象となった員数を示しております。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与を含んでおりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成16年６月29日開催の第33期定時株主総会において年額150,000千

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成５年６月29日開催の第22期定時株主総会において年額25,000千

円以内と決議いただいております。

５．社外取締役１名並びに社外監査役２名は無報酬であり、上記員数には含めておりません。

３．社外役員に関する事項

　取締役のうち藤澤薫氏は社外取締役であり、内藤剛、東風龍明、秋田泰男、中山

拓志の４氏は社外監査役であります。

(1) 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

①藤澤薫氏、東風龍明氏、秋田泰男氏、中山拓志氏の兼職状況は「１．取締役

及び監査役の状況」に記載のとおりであります。

②川崎重工業株式会社は、「Ⅰ．５．(1)親会社との関係」に記載のとおり、当

社の親会社であります。

③東風龍明氏が兼任されています早駒運輸株式会社と当社との資本並びに商取

引等に関する関係はありません。

(2) 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

　該当事項はありません。
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(3) 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 及 び 発 言 の 状 況

社外取締役
ふじ

藤
さわ

澤
 

　
かおる

薫
当事業年度開催の取締役会17回のうち15回出席し、事業部

門統括の経験を活かした発言をいたしました。

社外監査役
ない

内
 

　
とう

藤
 

　
 

　
 

　
ごう

剛

監査役内藤剛氏は、平成26年６月27日開催の第43期定時株

主総会において選任されたため、取締役会及び監査役会の

開催回数が他の社外監査役と異なります。

なお、同氏就任後の当事業年度開催の取締役会14回全てに

出席、監査役会10回全てに出席し、経営管理部門長の経験

を活かした発言をそれぞれいたしました。

社外監査役
あき

秋
た

田
やす

泰
お

男

当事業年度開催の取締役会17回のうち15回出席、監査役会

13回のうち12回出席し、経営管理部門長の経験を活かした

発言をそれぞれいたしました。

社外監査役
なか

中
やま

山
ひろ

拓
し

志

当事業年度開催の取締役会17回のうち14回出席、監査役会

13回のうち12回出席し、財務経理部門等の経験を活かした

発言をそれぞれいたしました。

社外監査役
こ

東
ち

風
たつ

龍
あき

明

当事業年度開催の取締役会17回全てに出席、監査役会13回

全てに出席し、法務に関した弁護士活動の経験を活かした

発言をそれぞれいたしました。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役全員と

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、善意でかつ重大な過失がないときは、法令

に定める 低責任限度額であります。
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Ⅳ．会計監査人の状況

１．会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払金額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 19,980千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 19,980千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区別ができないため、上記金額は合計額

で記載しております。

３．非監査業務の内容
　該当事項はありません。

４．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に規定する事由（職務上の義務違

反等）に該当すると判断する場合には、同条第２項の規定に従い、監査役全員の同

意により解任することとしております。その場合には、同条第３項の規定に従い、

その旨及び解任の理由を株主総会に報告することとしております。

　また、監査役会は、会計監査人の独立性、適格性、信頼性等に問題があり、その

解任又は不再任の処置が必要と判断する場合には、会社法第344条第２項により、そ

れを株主総会の目的とすることを取締役会に請求することとしております。

　一方、取締役会は、会計監査人の独立性、適格性、信頼性等に問題があり、その

解任又は不再任の処置が必要と判断する場合には、会社法第344条第１項により、監

査役会の同意を得てそれを株主総会の目的とすることとしております。

５．業務停止処分に係る事項
　該当事項はありません。

６．会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

７．当該事業年度中に辞任又は解任された会計監査人に関する事項
　該当事項はありません。
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Ⅴ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他業務の適正を確保するための体制

  当社は、会社法第362条第５項に従い、取締役会において、内部統制システム構築

の基本方針を決議し、その後、実施状況及び諸情勢の変化等に応じて、必要な見直し

を行うものとしている。

  また、内部統制システムの運用状況については、期末に評価を行い、適切に運用さ

れていることを確認している。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

  取締役及び使用人が企業活動において遵守すべき企業倫理の基本理念を｢企業倫

理規則｣として制定している。

　そして、その徹底を図るために社長を委員長とする｢企業倫理委員会｣、｢ＣＳＲ委

員会｣を設置し、全社にわたるコンプライアンス体制を構築しており、これを実効あ

るよう教育・啓発することにより、法令及び定款の定めを遵守するようにしている。

　一方、使用人が法令及び定款違反或いは、社会通念に反する行為を知ったときは、

弁護士等を通して通報できる｢内部通報・相談制度｣を制定している。

　また、社長直轄の内部監査部門を設置している。内部監査部門は、業務全般につ

いて、法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務の執行手続き及び内容の妥当性等

について定期的に内部監査を実施し、社長に対してその報告を行っている。

　さらに、反社会的勢力に対しては、毅然たる態度で臨み、一切の関係を持たず、

一切の不当な要求等に応じないことを基本方針とし、｢企業倫理規則｣に明記すると

ともに、平素から警察等の外部専門機関と緊密な連携をとり、担当部門を決めて会

社全体として組織的に対応することとしている。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行の状況を記録するため、株主総会議事録、取締役会議事録等の

法定文書の保存・管理を確実に行うとともに、その他重要な職務執行に係る情報に

ついては、社内規程を制定し適切な方法により、定められた期間、保存・管理して

いる。

  また、取締役、その他の権限ある者が必要に応じてそれらの情報を閲覧できる状

態を維持している。
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理については、社長を委員長とする｢リスク管理委員会｣を設置して、リ

スク管理を充実させるための各種施策を審議し、リスクへの対応状況及びリスク管

理の運用状況をモニタリングしている。

　また、経営戦略上の重要事項については、｢決裁規則｣により決裁ルールを明確に

し、さらに必要により、販売、輸出、品質、会計等各分野における詳細なルールを

制定し、リスクの管理を行っている。

　リスクが顕在化した場合の対応としては、｢危機管理規則｣により緊急事態におけ

る行動指針を明らかにするとともに、各事業所に危機管理責任者を置き、損失を極

小化するための体制を適切に運用することとしている。

　特に、大規模地震等の災害や感染症パンデミック等が発生した場合に備え、優先

的に継続又は復旧する重要業務を特定の上、事業への影響を 低限に抑えるととも

に復旧までの時間を短縮するための事業継続計画を定める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制として、｢取締役会｣

を月１回定時に開催し、｢取締役会規則｣に則り、業務執行の決定等を行っており、

｢取締役会｣の決定に基づく業務執行は、組織、職務、権限等の規則を制定し、効率

的に行うこととしている。加えて、｢役員会｣、｢経営会議｣を置き、重要な経営事項

について、経営層による適切な情報伝達と審議を行うこととしている。

　また、長期的ビジョンや中期経営計画及び短期経営計画に基づき各部門の目標を

設定し、それにそって職務執行を効率的に行うこととしている。

 ５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団におけ

る業務の適正を確保するための体制

　親会社と経営情報・技術・人材交流を行うなどにより、グループの一員としてグ

ループ経営に資するとともに、当社事業目的に相応しい独自の意思決定による企業

運営を行い、法令遵守、経営の透明性を確保することとしている。

　また、親会社の常勤監査役と当社の常勤監査役が意見交換を行うなど、グループ

としての統制確立に努めている。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項
　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとしている。
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７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人の人事は、監査役の同意を必要としている。

８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役

への報告に関する体制

　監査役は、｢監査役会｣で決議された監査計画及び監査業務の分担に従い、｢取締役

会｣のほか｢役員会｣、｢経営会議｣、その他重要な会議に出席し、重要な意思決定の過

程及び業務の執行状況を把握し、必要なときは、意見を述べることができ、合わせ

て、必要に応じて関係資料を閲覧できることとしている。

　また、｢決裁規則｣により重要な決裁事項に関して、監査役への報告を義務付けて

いる。

　そして、代表取締役との会合を定期的に開催し、重要課題等について意見交換を

行うこととしている。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役は、監査役が独立の立場で行う監査が健全で持続的な成長を担保する役割

を果たすことを認識し、監査役が｢監査役監査基準｣に基づいて、実効的監査を行え

る環境の整備に協力している。

　また、監査役は、内部監査部門と緊密な連携をとり、内部監査部門が｢内部監査規

則｣に則り実効的監査を実施できることを確保するように努めている。

　一方、監査役、内部監査部門及び会計監査人は相互に連携し効果的な監査の実施

を図るよう努めている。

10．財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性確保のために、当社の内部統制統括責任者である社長の指揮の

下、財務に係る内部統制システムの構築と運用を行う部門として、企画室内に内部

統制推進部門を設置している。さらに社長直轄の内部監査部門が、財務に係る内部

統制システムの有効性の評価を実施している。

Ⅵ．株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

（注）本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨てております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在） （単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

8,397,760

5,386

1,145,861

288,767

5,092,853

450,900

1,173,460

7,556

16,720

306,486

33,219

45,498

2,545

△171,494

4,228,365

(2,022,852)

671,416

230,601

682,245

5,855

194,342

230,331

8,059

(301,281)

165,516

123,194

12

12,557

(1,904,231)

60,114

882,802

803,145

166,887

△8,747

流 動 負 債 5,894,340

支 払 手 形 693,600

電 子 記 録 債 務 1,820,733

買 掛 金 1,486,862

未 払 金 69,575

未 払 法 人 税 等 161,954

未 払 消 費 税 等 275,036

未 払 費 用 321,962

前 受 金 171,691

賞 与 引 当 金 358,000

受 注 損 失 引 当 金 377,814

製 品 保 証 引 当 金 46,494

設 備 支 払 手 形 88,105

そ の 他 の 流 動 負 債 22,509

固 定 負 債 2,448,138

退 職 給 付 引 当 金 2,337,768

製 品 保 証 引 当 金 22,300

環 境 対 策 引 当 金 72,130

資 産 除 去 債 務 15,940

負 債 合 計 8,342,479

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,265,509

資 本 金 1,460,500

資 本 剰 余 金 1,228,500

資 本 準 備 金 1,228,500

利 益 剰 余 金 1,597,535

利 益 準 備 金 168,800

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,428,735

別 途 積 立 金 1,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 428,735

自 己 株 式 △21,025

評 価 ・ 換 算 差 額 等 18,137

その他有価証券評価差額金 18,137

純 資 産 合 計 4,283,646

資 産 合 計 12,626,125 負 債 純 資 産 合 計 12,626,125
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,644,058

売 上 原 価 12,386,763

売 上 総 利 益 4,257,294

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,796,562

営 業 利 益 460,732

営 業 外 収 益 17,373

受 取 利 息 138

受 取 配 当 金 1,823

為 替 差 益 9,392

そ の 他 の 収 益 6,019

営 業 外 費 用 26,085

支 払 利 息 2,890

関係会社貸倒引当金繰入額 19,000

そ の 他 の 費 用 4,194

経 常 利 益 452,020

税 引 前 当 期 純 利 益 452,020

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 157,500

法 人 税 等 調 整 額 132,980 290,480

当 期 純 利 益 161,540
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) （単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成26年４月１日期首残高 1,460,500 1,228,500 1,228,500 168,800 1,000,000 367,907 1,536,707 △19,691 4,206,016

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △100,713 △100,713 － △100,713

当 期 純 利 益 － － － － － 161,540 161,540 － 161,540

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － △1,334 △1,334

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － 60,827 60,827 △1,334 59,492

平成27年３月31日期末残高 1,460,500 1,228,500 1,228,500 168,800 1,000,000 428,735 1,597,535 △21,025 4,265,509

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成26年４月１日期首残高 19,396 19,396 4,225,413

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △100,713

当 期 純 利 益 － － 161,540

自 己 株 式 の 取 得 － － △1,334

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△1,259 △1,259 △1,259

事業年度中の変動額合計 △1,259 △1,259 58,233

平成27年３月31日期末残高 18,137 18,137 4,283,646
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個　別　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記
　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの………事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）により評価
しております。

時価のないもの………移動平均法による原価法により評価しております。
(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
時価法により評価しております。

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法
①製品・仕掛品……………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評

価しております。
②原材料・貯蔵品…………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

り評価しております。
(4) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

　定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。
　ただし、機械装置及び工具については、経済的耐用年数によっております。

②無形固定資産
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

(5) 引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③受注損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、損失が発生す
ると見込まれ、かつ、当事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積もることが可能な工事に
ついて、損失見積額を計上しております。

④製品保証引当金
　保証期間中の製品に係る保証費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に当事業年度の売
上に対応する保証費用の見積額を計上し、保証期間に亘り均等に取崩すこととしております。
また、保証期間にかかわらず当社が履行義務を負う保証工事については個別に保証費用の見積
額を計上しております。
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⑤退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
　また、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥環境対策引当金
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理するこ
とが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、処理費用の見積額を計上しており
ます。

(6) ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段……………為替予約
　ヘッジ対象……………外貨建金銭債権債務（予定取引を含む）

③ヘッジ方針
　社内規程に基づき、為替相場の変動によるリスクを回避する目的で為替予約取引を行ってお
ります。なお、投機的な取引は行っておりません。

④ヘッジ有効性評価の方法
　「金融商品会計に関する実務指針」に基づき評価しております。

(7) 収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　　　　　　……………工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
その他の工事……………工事完成基準

(8) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,887,752千円
(2) 関係会社同方川崎節能設備有限公司の銀行借入金に対する保証債務 820,159千円

(3) 関係会社に対する金銭債権 522,649千円

(4) 関係会社に対する金銭債務 14,966千円

４．損益計算書に関する注記
　  関係会社との取引高

売上高 957,428千円
仕入高 4,808千円
その他の営業取引高 167,091千円
営業取引以外の取引高 4,391千円

－ 19 －



５．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 16,830,000 － － 16,830,000

(2) 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 44,477 2,501 － 46,978

（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。
　単元未満株式の買取りによる増加 2,501株

(3) 配当に関する事項
①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 100,713 6.00 平成26年３月31日
平成26年
６月30日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　次のとおり、決議を予定しております。

決議 株式の種類
配 当 の
原 資

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式
利 益
剰 余 金

100,698 6.00
平成27年
３月31日

平成27年
６月29日

６．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
賞与引当金 117,527千円
未払社会保険料 18,384千円
退職給付引当金 750,170千円
受注損失引当金 124,032千円
製品保証引当金 22,412千円
関係会社出資金評価損 81,265千円
貸倒引当金 57,271千円
その他 84,872千円

（繰延税金資産　小計） 1,255,936千円
評価性引当額 △143,825千円

（繰延税金資産　合計） 1,112,110千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 2,479千円

（繰延税金負債　合計） 2,479千円

繰延税金資産の純額 1,109,631千円
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法 定 実 効 税 率 35.3％
（調 整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.4％
住民税均等割 4.6％
試験研究費の税額控除 △3.9％
評価性引当額 2.1％
税率変更 23.5％
その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 64.2％

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正
する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開
始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金
資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.3％から平成27年４月１日に開
始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平成28年４月１日に開始する
事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.0％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は106,045千
円減少し、法人税等調整額が106,238千円、その他有価証券評価差額金が192千円、それぞれ増加
しております。

７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社は、資金調達及び運用については、川崎重工グループで運用されておりますＣＭＳ（キ
ャッシュ・マネジメント・システム）によって行っております。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、与信管理規程に従い、債権管理部門が取引先の状況を把握し、取
引先ごとに期日管理及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期
把握や貸倒の軽減を図っております。
　投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されておりますが、上場株式については四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務
状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に確認しております。
　営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。ま
た、営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社は月次に資金繰計画を作成するな
どの方法により管理しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。

(単位:千円)

貸借対照表
計上額(*)

時 価 ( * ) 差 額

①現金及び預金 5,386 5,386 －

②受取手形 1,145,861 1,145,861 －

③電子記録債権 288,767 288,767 －

④売掛金 5,092,853 5,092,853 －

⑤短期貸付金 33,219 33,219 －

⑥投資有価証券

　その他有価証券 49,666 49,666 －

⑦支払手形 (693,600) (693,600) －

⑧電子記録債務 (1,820,733) (1,820,733) －

⑨買掛金 (1,486,862) (1,486,862) －

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。

(注)１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
①現金及び預金、②受取手形、③電子記録債権並びに④売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。
⑤短期貸付金
　短期貸付金はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）の運用に伴う親会社貸付金で
あり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
⑥投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
⑦支払手形、⑧電子記録債務及び⑨買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　　２.非上場株式（貸借対照表計上額10,477千円）、関係会社出資金（同計上額882,802千円）及び
その他の投資に含まれる差入保証金（同計上額131,629千円）は、市場価格がなく、時価を把
握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。
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８. 賃貸等不動産に関する注記
　　賃貸等不動産について、注記すべき重要な事項はありません。

９．持分法損益等に関する注記

関連会社に対する投資の金額 882,802千円

持分法を適用した場合の投資の金額 1,299,640千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額(△) △ 160,722千円

10．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類
会 社 等
の 名 称
又は氏名

所在地
資 本 金
又は出資金
（千円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

親会社
川崎重
工業㈱

神戸市
中央区 104,484,658

船舶海洋、車
両 、 航 空 宇
宙、ガスター
ビン・機械、
プラント・環
境、モーター
サイクル＆エ
ンジン、精密
機械、その他
の各事業

直接
83.52

当社製品
の販売
役員の転籍

資金の貸付 51,254

短期貸付金 33,219

資金の借入 408,965

（注）資金の貸付、借入に係る取引は、川崎重工グループで運用されておりますＣＭＳ（キャッシュ・
　マネジメント・システム）による資金の貸借取引であり、取引金額は期中平均残高を記載してお
　ります。

(2) 関連会社等

種 類
会 社 等
の 名 称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千ドル)

事業の内容
又 は 職 業

出資の割合
（％）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

関連会社
同方川崎
節能設備
有限公司

中国
河北省
廊坊市

31,420

吸 収 冷 温 水
機･冷凍機、吸
収式ヒートポ
ンプの製造、
販売、メンテ
ナンス

50.0
当社製品
の販売
役員の転籍

部品等の
販売

7,818 売掛金 213,673

債務保証 820,159 － －

（注）１.取引金額及び期末残高には消費税等は含んでおりません。
２.取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しないほかの当事者と同様
の条件によっております。

３.同方川崎節能設備有限公司の債権に対し、130,000千円の貸倒引当金を計上しております。
また、当事業年度において19,000千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

４.同方川崎節能設備有限公司の金融機関借入金に対し債務保証しております。

11．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 255円23銭
(2) １株当たり当期純利益 ９円62銭
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12．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

13. その他の注記
１）退職給付会計関係
(1) 採用している退職給付制度の概要
　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。なお、確定拠出型年金
とキャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）を導入し、退職一時金の一部を積み立て
ております。

(2) 確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 3,160,112千円
勤務費用 186,925千円
利息費用 53,721千円
数理計算上の差異の発生額 77,583千円
退職給付の支払額 △314,499千円

退職給付債務の期末残高 3,163,843千円

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 402,663千円

期待運用収益 12,079千円
数理計算上の差異の発生額 12,959千円
事業主からの拠出額 46,807千円
退職給付の支払額 △6,655千円

年金資産の期末残高 467,854千円

③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
積立型制度の退職給付債務 498,696千円
年金資産 △467,854千円

30,841千円
非積立型制度の退職給付債務 2,665,147千円

未積立退職給付債務 2,695,989千円
未認識数理計算上の差異 △315,224千円
未認識過去勤務費用 △42,996千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,337,768千円

退職給付引当金 2,337,768千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,337,768千円

④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 186,925千円
利息費用 53,721千円
期待運用収益 △12,079千円
数理計算上の差異の費用処理額 44,207千円
過去勤務費用の費用処理額 △7,224千円
その他 4,384千円

確定給付制度に係る退職給付費用 269,934千円
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⑤ 年金資産に関する事項
(イ)　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
株式 11％
債券 38％
一般勘定 30％
その他 21％

合　計 100％

(ロ)　長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、
年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお
ります。

⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項
当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率　1.5％
長期期待運用収益率　3.0％

(3) 確定拠出制度
　当社の確定拠出制度への要拠出額は、16,004千円であります。

２）資産除去債務関係
　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要
　当社が保有する有形固定資産の中には、その解体・撤去時に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適
正な処理の推進に関する特別措置法」に基づく処理が必要なＰＣＢ及び「石綿障害予防規則」に
基づく処理が必要なアスベストが含まれているものがあり、当該処理費用（固定資産の使用中に
修繕を通じて前述の有害物質が除去されるものを除く）について資産除去債務を計上しておりま
す。

(2) 当該資産除去債務の算定方法
　耐用年数が経過しているものの使用可能であり、今後も用役提供から除外される予定がない等
であるため、割引計算を実施せず、合理的に見積られた金額を資産除去債務に計上しております。
　なお、ＰＣＢが含まれている有形固定資産のうち一部については用役提供から除外されている
ため、その処理費用は環境対策引当金に計上しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 15,940千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円
時の経過による調整額 －千円
資産除去債務の履行による減少額 －千円
その他増減額（注） －千円

期末残高 15,940千円

（注）本計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨てております。
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謄本 会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

平成27年５月13日

川重冷熱工業株式会社

取締役会　御中

有 限 責 任 　あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 中 基 博 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坊　垣　慶二郎 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、川重冷熱工業株式会社の平成26年４月１日から平成27

年３月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明

細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ

スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び

その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示

を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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謄本 監査役会の監査報告書

第44期　監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第44期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見とし
て、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人、親会社の監査役その他の者と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記
載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締
役及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に
基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議（財務報告に係る内部統制を含む）の内容は相当であ

ると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の
執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月18日

川重冷熱工業株式会社　監査役会

社外監査役（常勤）内 藤 　 剛 

社外監査役 東 風 龍 明 

社外監査役 秋 田 泰 男 

社外監査役 中 山 拓 志 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

Ⅰ．議決権の代理行使の勧誘者 川 重 冷 熱 工 業 株 式 会 社

代表取締役社長 乃 村 春 雄

Ⅱ．議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

  期末配当につきましては、当社の安定配当という基本方針に則り、以下のとおり

といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

①　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金６円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は100,698,132円となります。

②　剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月29日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役７名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員７名の任期が満了いたしますので、

あらためて取締役７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

会社との
特 別 の
利害関係

こ

古
やま

山
まさ

雅
ゆき

之

(昭和27年11月30日生)

昭和53年４月　川崎重工業㈱入社

平成15年４月　当社技術総括室商品開発部長

平成17年４月　当社ﾎﾞｲﾗ技術総括室長

平成18年４月　当社技術総括室長

平成19年４月　当社営業・ｻｰﾋﾞｽ総括室副室長

平成19年６月　当社取締役（営業・ｻｰﾋﾞｽ総括室副室

長）

平成21年４月　当社取締役（技術担当）

平成22年４月　当社取締役（技術総括室長）

平成23年６月　当社常務取締役（技術総括室長）

平成24年７月　当社常務取締役（技術総括室長　兼

　　　　　　　ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ推進室長）

平成27年４月　当社常務取締役（技術総括室長）

　　　　　　　現在に至る

平成23年７月　同方川崎空調設備有限公司　董事

平成25年３月　同方川崎節能設備有限公司　董事

　　　　　　　現在に至る

6,000株 なし
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氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

会社との
特 別 の
利害関係

よし

吉
ずみ

栖
まさ

正
なお

尚

(昭和29年３月４日生)

昭和52年４月　川崎重工業㈱入社

平成６年５月　同社財務本部経理部経理三課長

平成８年５月　同社財務本部経理部経理二課長

平成15年７月　同社監査部参与

平成17年４月　同社経営企画部関連企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ参与

平成17年６月　当社社外監査役

平成20年３月　当社社外監査役辞任

平成20年４月　当社出向 企画室長

平成23年６月　当社出向 取締役（企画室長）

平成24年７月　当社転籍 取締役（企画室長）

　　　　　　　現在に至る

7,000株 なし

の

乃
むら

村
はる

春
お

雄

(昭和27年５月30日生)

昭和50年４月　川崎重工業㈱入社

平成10年１月　同社汎用ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ事業部輸出営業部欧

米州ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

平成14年５月　同社ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰｼｽﾃﾑ総括部ｼｽ

ﾃﾑ業務部長

平成17年４月　同社ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ産業ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ

ｼｽﾃﾑ総括部海外事業推進部長

平成19年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ産業ｶﾞｽﾀ

ｰﾋﾞﾝｼｽﾃﾑ総括部副総括部長

平成21年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ長

平成23年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ・機械ｶﾝﾊﾟﾆｰ企画本

部長

平成23年６月　当社社外取締役

平成24年４月　当社出向 取締役（社長特命事項担当）

平成24年６月　当社出向 代表取締役社長

平成24年７月　当社転籍 代表取締役社長

現在に至る

平成24年７月　同方川崎空調設備有限公司　副董事長

平成25年３月　同方川崎節能設備有限公司　副董事長

　　　　　　　現在に至る

4,000株 なし
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氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

会社との
特 別 の
利害関係

ふじ

藤
さわ

澤
 

　
かおる

薫

(昭和33年１月16日生)

昭和56年４月　川崎重工業㈱入社

平成11年４月　同社汎用ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ事業部管理部管理ｸﾞ

ﾙｰﾌﾟ長

平成16年４月　同社ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ管理部管理ｸﾞ

ﾙｰﾌﾟ長

平成19年４月　同社ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ産業ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ

ｼｽﾃﾑ総括部ｼｽﾃﾑ業務部長

平成21年５月　同社ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ管理部長

平成23年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ管理部長

平成24年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ・機械ｶﾝﾊﾟﾆｰ企画本

部長

　　　　　　　現在に至る

平成21年６月　当社社外監査役

平成24年６月　当社社外監査役　辞任

平成24年６月　当社社外取締役

現在に至る

0株 なし

はる

治
なが

良
 

　
ただし

整

(昭和30年８月４日生)

昭和56年４月　川崎重工業㈱入社

平成11年４月　同社ｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝ事業部海外業務部第一

業務グループ長

平成14年４月　出向 Kawasaki Gas Turbine Europe 

GmbH

平成18年10月　川崎重工業㈱ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ･機械ｶﾝﾊﾟﾆｰ ｶﾞ

ｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ産業ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｼｽﾃﾑ総

括部ｼｽﾃﾑ業務部海外業務課長

平成23年５月　出向 Kawasaki Motors Corp.,U.S.A.

平成26年６月　当社出向 理事 営業・ｻｰﾋﾞｽ総括室付

平成26年６月　当社出向 取締役（営業・ｻｰﾋﾞｽ総括室

長）

平成26年７月　当社転籍 取締役（営業・ｻｰﾋﾞｽ総括室

長）

　　　　　　　現在に至る

2,000株 なし

－ 30 －



氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

会社との
特 別 の
利害関係

のう

能
 

　
み

美　
しん

伸
いち

一
ろう

郎

(昭和29年10月30日生)

昭和56年４月　川崎重工業㈱入社

平成16年４月　同社ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ産業ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ

　　　　　　　ｼｽﾃﾑ総括部ｼｽﾃﾑ業務部業務ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

平成18年10月　出向　Kawasaki Gas Turbine Europe 

GmbH

平成21年４月　川崎重工業㈱理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ

　　　　　　　産業ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｼｽﾃﾑ総括部ｼｽﾃﾑ業務部長

　　　　　　　兼　ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ推進室長

平成22年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ

　　　　　　　産業ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｼｽﾃﾑ総括部長 兼 ｺｽﾄ

　　　　　　　ﾀﾞｳﾝ推進室長

平成23年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ長

　　　　　　　兼　産業ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｼｽﾃﾑ総括部長

平成25年４月　同社理事ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ・機械ｶﾝﾊﾟﾆｰ

　　　　　　　ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ本部長

平成27年１月　同社理事嘱託ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ・機械ｶﾝﾊﾟﾆｰ付

平成27年４月　当社出向 理事 技術総括室副室長

　　　　　　　現在に至る

2,000株 なし

しの

篠
はら

原
 

　
すすむ

進

(昭和34年６月２日生)

昭和58年４月　当社入社

平成16年４月　当社空調技術総括室空調技術部長

平成19年４月　当社技術総括室長

平成23年４月　当社営業・ｻｰﾋﾞｽ総括室副室長

平成26年６月　当社理事 生産総括室長

　　　　　　　現在に至る

0株 なし

（注）１．上記の取締役候補者のうち、藤澤薫氏は社外取締役候補者であります。

　    ２．社外取締役候補者の藤澤薫氏は、当社の親会社として特定関係事業者である川崎重工業㈱の

　業務執行者であります。

　    ３．社外取締役候補者とする理由及び社外取締役との責任限定契約について

①社外取締役候補者とする理由

　藤澤薫氏につきましては、社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって３年

となります。また、選任理由としましては、川崎重工業㈱での経営管理分野における幅広い経

験を活かして、当社の経営全般に助言をいただくことで、今後の経営体制がさらに強化できる

と判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

②社外取締役との責任限定契約について

　当社は、定款第31条において、社外取締役との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任

を限定する契約を締結することができる旨を定めております。これにより社外取締役候補者で

ある藤澤薫氏につきましては、当社との間で責任限定契約を締結しております。同氏が再選さ

れた場合、同氏との間の当該契約を継続する予定であります。

－ 31 －



　その契約内容の概要は次のとおりであります。

　社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第

１項に定める 低責任限度額を限度として、その責任を負うこととなります。

                                                                          以　　上

－ 32 －



　　第３号議案　監査役１名選任の件

　　　本定時株主総会終結の時をもって、監査役　中山拓志氏が辞任いたしますので、

　　あらためて１名の選任をお願いするものであります。

　　　なお、本議案につきましては、あらかじめ新任監査役候補者について監査役会の

　　同意を得ております。

　　　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

会社との
特 別 の
利害関係

かわ

川
もと

本
かず

和
ひろ

弘

(昭和43年５月４日生)

平成４年４月　川崎重工業㈱入社

平成４年６月　同社人事本部労働部労働企画課

平成10年６月　同社汎用機事業本部明石事務所勤労グ

ループ

平成14年７月　同社人事労政部人事・教育ｸﾞﾙｰﾌﾟ

平成20年４月　同社関連企業部　基幹職

平成25年10月　同社航空宇宙ｶﾝﾊﾞﾆｰｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部　兼

航空宇宙ｶﾝﾊﾞﾆｰ企画本部経営企画部企

画課　基幹職

平成26年３月　同社企画本部関連企業総括部　基幹職

　　　　　　　現在に至る

0株 なし

（注）１．上記川本和弘氏は、社外監査役候補者であります。

　　　２．社外監査役候補者の川本和弘氏は、当社の親会社として特定関係事業者である川崎重工業㈱の

　　　　　業務執行者であります。

　　　３．社外監査役候補者とする理由及び社外監査役との責任限定契約について

　　　　①社外監査役候補者とする理由

　　　　　川本和弘氏につきましては、川崎重工業㈱での企画・管理部門における経験を活かして、当社

　　　　経営に対する監査を確実なものにするため、社外監査役としての選任をお願いするものでありま

　　　　す。

　　　　②社外監査役との責任限定契約について

　当社は、定款第40条において、社外監査役との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任を

限定する契約を締結することができる旨を定めております。これにより社外監査役候補者であ

る川本和弘氏が選任されますと、同契約を締結する予定であります。

　　　　　その契約内容の概要は次のとおりであります。

　　　　　社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第

　　　　１項に定める 低責任限度額を限度として、その責任を負うこととなります。

                                                                                   以　　上

－ 33 －



《ＭＥＭＯ》

－ 34 －



《ＭＥＭＯ》

－ 35 －



株主総会会場ご案内図

会　場　　草津市大路２丁目11―51

草津商工会議所　コミュニティーホール

交　通　　JR東海道線（琵琶湖線）「草津駅」下車徒歩約９分

（注）駐車場は手狭のため、お車でのご来場はご遠慮くださいます

ようお願い申しあげます。



平成 27 年６月 11 日 

株 主 各 位 

川重冷熱工業株式会社 

代表取締役社長 乃村 春雄 

 

「第 44 期定時株主総会招集ご通知」の一部修正について 
 

平成 27 年６月 11 日にご送付いたしました「第 44 期定時株主総会招集ご通知」につき

まして、その一部に誤りがございましたので、謹んでお詫び申しあげますとともに、下記

のとおり修正させていただきます。 

 

記 

 

【修正箇所】 

招集ご通知 23 ページ 

10．関連当事者との取引に関する注記 

(2) 関連会社等 

関連当事者との関係 

 

（下線は修正箇所を示します。） 

（正） 

 

（誤） 

 

以 上 
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